
総括表（市町村）

一般会計等の一覧 事業会計の一覧 公営企業（法適）の一覧 公営企業（法非適）の一覧 関係する一部事務組合等一覧 地方公社・第三セクター等一覧

（注釈）
※1：経常収支比率の( )内の数値は、「減収補塡債（特例分）」及び「臨時財政対策債」を除いて算出したものである。
※2：地方公共団体が損失補塡等を行っている出資法人で、健全化法の算出対象となっている団体については、「地方公社・第三セクター等」の団体名に○印を付与している。
※3：資金不足比率欄には、資金が不足している会計のみ記載している。

1,056,186

経常経費充当一般財源等

基準財政需要額

財政健全化等
財源超過
首都
近畿

資金不足比率 (※3)

　実質公債費比率

財政力指数

公債費負担比率

健全化判断比率

　連結実質赤字比率

17年国調(人)

1,129

1,903,514

1,630,116 1,675,418

130,969 144,376

1,045,888

市町村名

-9.9 

根羽村 地方交付税種地

人口
産業構造

17年国調区分増減率  (％)

22年国調(人)

×

　うち公的資金

標準税収入額等

地方債現在高

×

○

×

実質単年度収支

157,478
翌年度に繰越すべき財源

　　(※1)
標準財政規模

○

12.5実質収支比率

( 80.8 )190,495 ( 75.6 )歳入歳出差引
46,205 1,159,582

実質収支

75.8経常収支比率

平成21年度(千円･％)

6,270 24

2-1

1人あたり平均
給料月額(百円)

中部

過疎

12年国調

2,139,546 2,069,360 11.9
× 1,982,068 1,878,865 72.3歳出総額

平成22年度(千円) 平成21年度(千円) 区分 平成22年度(千円･％)

　実質赤字比率 -

平成22年度　財政状況資料集

都道府県名 長野県 市町村類型 Ⅰ－１
指定団体等の指定状況

区分
歳入総額

1,131

1,157

山振

-積立金取崩し額

繰上償還金

-

96,715 105,600 -

-
第1次

114 -

積立金

-6,181

1,253

単年度収支

475

0.11 0.11
19,369

○

1,157,206
138,109 144,290

166 ×低開発

115,519

134,048

106,029基準財政収入額

○

-

17.6 22.2

-

指数表選定 10.691,009 15.9

　将来負担比率

26.6

646

23.427,802

34.6面積 (k㎡)

323

89.95 35.6

住民基本台帳人口

23.03.31(人)

832,814 889,574

人口密度 (人/k㎡) 13
第3次

301

46.6

22.03.31(人)

増減率  (％) -2.2 
第2次

230 259

特
別
職
等

区分 定数
1人あたり平均
給料月額(百円)

副市区町村長

市区町村長

1 5,580

1

世帯数 (世帯) 450 43.2

8 1,330

2,814

債務負担行為額（支出予定額）-

67,536

- -

職員の状況

2,130

教育長

- -

議会議員

議会議長

議会副議長

収入役

1 4,960

1 1,480

1

-

-

-

196,339-

1,727,844

1,535,931 1,654,635

1 2,481 2,481 -収益事業収入

臨時職員

区分

196,814

-

財政調整基金-
積立金
現在高

-

2,814

　うち技能労務職員

　うち消防職員

一般職員

給料月額
(百円)

職員数
(人)

歳入一般財源等

土地開発基金現在高

ラスパイレス指数 520,902

104,72967,536合計 24

82,666教育公務員 -

一
般
職
員
等

705,016その他特定目的基金88.7

-

減債基金

82,814

104,538

項番 団体名項番 組合等名項番 会計名 項番 会計名

(7) 簡易水道特別会計 南信州広域連合 (27) ネバーランド（株）

(※2)

(1) 一般会計 (3) 国民健康保険特別会計 (9)

項番 会計名 項番 会計名

（一般会計）(2) 村営バス特別会計 (4) 介護保険特別会計 (8) 下水道特別会計 (10)

（広域振興基金特別会計）

(12) （飯田広域消防特別会計）(6) 老人保健医療特別会計

(5) 後期高齢者医療特別会計 (11)

（阿南学園特別会計）

(14) 下伊那郡町村公平委員会組合

(13)

(15) 下伊那郡土木技術センター組合

(16) 下伊那自治センター組合

(17) 北設広域事務組合

(18) 長野県市町村自治振興組合

(19) 長野県後期高齢者医療広域連合

(20) （一般会計）

(21) （後期高齢者医療事業会計）

(22)

(23) （一般会計）

(24) （非常勤職員公務員災害補償特別会計）

長野県市町村総合事務組合

南信地域町村交通災害共済事務組合(25)

(26) 長野県地方税滞納整理機構
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(1) 普通会計の状況（市町村）

・計

(注釈)
　　普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、
　単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

長野県根羽村

(A)のうち充当一般財源等

歳出の状況（単位 千円・％）

決算額 (A)区分
目的別歳出の状況（単位 千円・％）

構成比 (A)のうち普通建設事業費
　法定普通税

566,539総務費

平成22年度

超過課税分
-

443

構成比
100.088,907

区分 収入済額 構成比
普通税

36,524
88,907

地方税
1.317,859 0.8 17,859 100.01.6 25,842議会費-

歳入の状況（単位 千円・％） 地方税の状況（単位 千円・％）

88,907 4.2 88,907 8.1
決算額 構成比 経常一般財源等区分

0.0
0.0 -

0.0 41 0.0 30,896
2.0
41.1 - 28.6

109,3968.3
443 0.0

41
111 0.0 111

-

167,693735

25,842

4,529
419,253259,498

3,286 3.7
衛生費

1,770
34.8

-12,057 0.6 12,057 1.1

民生費

--
8.5

164,120

215,062

-
労働費

168,860
-

0.3 7,203 0.7 572 0.6 481,000- 310,599
-

53.5
農林水産業費
商工費47,565

　　軽自動車税

7,203
- - - -

　　　法人税割

47,565

　　市町村たばこ税

24.3
9,957

53.5 53,092-
-
土木費

2,140 -
- 41,2322,678 3.0

2.4

27,714
37,904
79,88688,527

3,955
9,248

4.5
2.1

0.5
2.7

608

3,494
40,485

11,234

3,955
- -

0.2 0.4
- -

1,919 0.1 1,919
0.23,238 0.33,238

　　特別土地保有税
　　鉱産税

380,640- 19.3 -382,899- 公債費
-

0.1 1,319 0.1
0.2 -

-
- - -

- - -

- -

-
1,472,638

諸支出費-
-
-

-
44.3

- -
- -

48.3 86.0
前年度繰上充用金 -- -

- -
100.0 631,182- - 1,982,068

義務的経費計
- -

3.9 -
1,082,077 98.21,166,172 -54.5

歳出合計

充当一般財源等区分 構成比決算額
- -

経常収支比率
性質別歳出の状況（単位 千円・％）

648,786 495,334 43.032.7 600,550
経常経費充当一般財源等-

- -

- -- -
-- -

0.0 - -
293,671 13.7

9,826 0.5

-

12,455 0.6 　　水利地益税等
　法定外目的税 -

-
838

223,790

合計

-

旧法による税 42,097　扶助費
- 112,336
-

382,89988,907 100.0 　公債費-
-

　人件費
　　うち職員給-

- - 17.2
- -5.7 99,945

11.3 198,633207,134

19.3平成22年度 平成21年度区分196,604 9.2 - - 24.6
380,640

2.1 12,776 12,776
19.3

380,490

1.1
283,925 24.6- - -

-
-

0.3 - - 702,100
1.5 19,828

7.4
602,718 337,480 29.3
128,125 85,4130.3 -

市町村民税
純固定資産税

1.8
283,775元利償還金

9.4100.0

100.0
35.4

382,749
0.0

100.0 100.0 100.0 100.0
150 1500.0100.0

5,540 -

現
年

150

99.9

100.0 100.0
6,964
31,431

徴収率
(％)

185,591

一時借入金利子
その他の経費
　物件費

内
訳

-- -

　補助費等
13,921

　維持補修費

171,950

190,495

実質収支182,105 8.5 - -

8.9

-

- -
43,445 2.0 252 0.0

4.5
14.9

2.6 51,975 51,975
180,6049.4

-
137,699
2,125 0.1

7.080,1176.9 112,275
275 -

-
- -

- -
190,302 9.6 181,439

　　うち一部事務組合負担金

　投資・出資金・貸付金 - -

　繰出金
51,975
186,383

88 631,182
被保険者
1人当り

- 52 -
国庫支出金
保険給付費 281 0.6

50,000 2.3 -
100.0

-
2,139,546 100.0 1,102,157

　積立金

269,370

-
-

-
157,123 134,295

631,182 31.8 269,370
11,284

-
86.0

　法定目的税
948,263

　　　うち純固定資産税

11,284

自動車取得税交付金

-
31.8

-

分担金・負担金

歳入合計

合計

186,383

ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金

地方債

国有提供交付金(特別区財調交付金)

繰越金
諸収入

　減収補塡特例交付金

7.9
135,07523.9

1,982,068 100.0
-

1,472,638

軽油引取税交付金

使用料

-

　うち減収補塡債(特例分)
　うち臨時財政対策債

(一般財源計)

474,059

保険税(料)収入額

1,032,358 948,263

国庫支出金

地方特例交付金
　児童手当及び子ども手当特例交付金

　普通交付税
　特別交付税

地方譲与税
利子割交付金
配当割交付金

-

株式等譲渡所得割交付金

財産収入
寄附金

交通安全対策特別交付金

　　市町村民税
　　　個人均等割
　　　所得割
　　　法人均等割

1,319

地方消費税交付金

手数料

　　固定資産税

49,662

100,272

-

　　入湯税
　　事業所税
　　都市計画税

28,453

公営事業等への繰出

7,996

消防費

災害復旧費
教育費

繰入金

948,263
　法定外普通税
目的税

84,095

地方交付税

都道府県支出金

被保険者数(人)
加入世帯数(世帯)

240
152

再差引収支

国民健康保険事業会計の状況

100.0 100.0

13,921

歳出合計

合計
下水道
簡易水道
上水道
工業用水道
国民健康保険
その他

　うち補助

災害復旧事業費
失業対策事業費

　前年度繰上充用金
投資的経費計
　　うち人件費
普通建設事業費

　うち単独
内
訳
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(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

一般会計等の財政状況（単位：百万円） 地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

11 11

12 12

13 13

14 14

15 15

16 16

計 17

18

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円） 19

20

21

1 22

2 23

3 24

4 25

5 26

6 27

7 28

8 29

9 30

10 31

11 32

12 33

13 34

14 35

15 36

16 37

17 38

18 39

19 40

20 41

21 42

22 43

23 44

24 45

25 46

26 47

27 48

28 49

29 50

30 51

31 52

32 53

33 54

34 55

35 56

36 57

37 58

38 59

39 60

40 61

41 62

42 63

43 64

44 65

45 66

46 67

47 68

48 69

49 70

50 71

51 72

計 73

74

関係する一部事務組合等の財政状況（単位：百万円） 75

76

77

1 78

2 79

3 80

4 81

5 82

6 83

7 84

8 85

9 86

10 87

11 88

12 89

13 90

14 91

15 92

16 93

17 94

18 95

19 96

20 97

計 計

※地方公共団体が損失補塡等を行っている出資法人で、健全化法の算出対象となっている団体については、○印を付与している。

公債費負担の状況（千円・％） 将来負担の状況（千円・％）

合計

合計

将来負担比率((エ)－(オ))／((イ)－(ウ))×１００

※平成20年度決算の元利償還金は特定財源の額を控除しており、満期一括償還地方債に係る年度割相当額は積立不足額を考慮して算定した額を含んでいる。

※実質公債費比率の((ア)－(ウ))は特定財源の額を控除している。

967,181

-

- - -

-

146.4

損失補償・債務保証の履行に係るもの

2,169,596 1,965,614

-

その他上記に準ずるもの1,210,965

下水道特別会計

1,023,292

3,135,793

20.00

35.00

4,929 0.6

-

1,111,042

5,840

1,157,206 1,159,582

-

20.00連結実質赤字比率

10.6

15.00実質赤字比率

-

将来負担比率

(イ)－(ウ)分母

健全化判断比率

35.0

-

-

実質公債費比率

350.0

18,749 -

- -

13.4

(ウ)

15.9

723,698

387,344

771,421

11.3

財政再生基準平成22年度(再掲) 早期健全化基準

利子補給に係るもの

(イ)

(単年度)

算入公債費等の額

(3ヵ年平均)

実質公債費比率
((ア)－(ウ))／((イ)－(ウ))×１００

標準財政規模

債
務
負
担
行
為

いわゆる五省協定等に係るもの

-

-

-

-

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの

社会福祉法人の施設建設費に係るもの

-

-

-

25.0

(ア)

引き受けた債務の履行に係るもの

その他上記に準ずるもの

PFI事業に係るもの

地方公務員等共済組合に係るもの

内訳

損失補償・債務保証の履行に係るもの

合計

-

53.0

- -

- -

充当可能財源等

8,279

-

332,200

10.6

7.3

827,382

22.0

元利償還金

満期一括償還地方債に係る年度割相当額

 公営企業債の元利償還金に対する繰入金

 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

準
元
利
償
還
金

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの）

一時借入金の利子

385,785

地方道路公社に係る将来負担額

-

公社・
三セク等

--

-

-

-- -

-

2,177,001

-その他第三セクター等に係る将来負担額

- -土地開発公社に係る将来負担額 - -

--

190,080

3,198,728

17.0

(オ)

基準財政需要額算入見込額 140,702237.6

3,152,461

- -

615,622

-

3,181,508

164,843

682,879

企業債等
繰入見込額

その他の会計

簡易水道特別会計

-

-- -

- -

充当可能基金 

充当可能特定歳入 

-

-

-

-

平成20年度 平成21年度 平成22年度

484,250

74.4

-

-

695,715

-

- -

-

--

-

連結実質赤字額 --

-

-

--

-

363,384

-引き受けた債務の履行に係るもの

395,153

2,872,3383,536,496

-組合等連結実質赤字額負担見込額 分母比

-

-設立法人等の負債額等負担見込額 - 150

- -

0.2

-

地方公務員等共済組合に係るもの

社会福祉法人の施設建設費に係るもの

-

-46.7

4,867

-

森林総合研究所等が行う事業に係るもの

-- -756,324 国営土地改良事業に係るもの

-

--

-

依頼土地の買い戻しに係るもの

-

-

-

-

74,995

債務負担行為に基づく支出予定額 

353,781

0.0

358,651

3,154 1,866

-

1,282

355,820 286,034 34.6

- -

129,187 113,372

(エ)

489,229

組合等負担等見込額 1,288 1,208 0.1

- -

平成20年度分母比

- 18,749 - 退職手当負担見込額 

将来負担額

-

-

公営企業債等繰入見込額 

平成21年度 平成22年度 平成22年度

PFI事業に係るもの1,913,430

平成21年度内訳

1,727,844

分母比 平成20年度

-

386,304

分母比

-

208.8

債
務
負
担
行
為

-

-

-

-

-

872,959 860,558

-

-

-

-

91.4107,761 13.0

-

将来負担比率　　（千円・％）

- - - -11

区分

2,220,291一般会計等に係る地方債の現在高 

-- - いわゆる五省協定等に係るもの -

-

74,995

2 地方公社・第三セクター等

実質公債費比率　　（千円・％）

4,941 1,980一部事務組合等

区分 平成20年度 平成21年度 平成22年度

長野県地方税滞納整理機構 3 3 0 --0

南信地域町村交通災害共済事務組合

-

6 - - -

（非常勤職員公務員災害補償特別会計） 15 14 1

53 41 6

81 - -

（一般会計） 9,681 9,633 48 48 3,086 - -

長野県市町村総合事務組合

- -

（後期高齢者医療事業会計） 232,747 228,110 4,637 4,637 3,065 - -

3（一般会計） 1,841 1,754 86 86

- -

長野県後期高齢者医療広域連合

-

隣接する愛知県北

長野県市町村自治振興組合 183 179 4 4

- -

北設広域事務組合 32 2

-下伊那自治センター組合 2 2 0 0

- -下伊那郡町村公平委員会組合 33 32 0

下伊那郡土木技術センター組合 91 70 20 20 - - -

-0

25 - -2,051 2,019 32 32

（阿南学園特別会計） 366 329 37 37 - - -

（飯田広域消防特別会計）

1,948 -

（広域振興基金特別会計） 29 21 8 8 - -

企業債（地方
債）
現在高

-

62 230（一般会計） 1,990 1,929 62

南信州広域連合

一部事務組合等名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

12 -

資金剰余額/不足額
（実質収支）

他会計等からの
繰入金

813 - -

連結実質赤字額

100 620

42 141 -28 193- 1

- 616 - 法非適下水道特別会計 115 115 -

44簡易水道特別会計

- - -老人保健医療特別会計 - - - - -

法非適

国民健康保険特別会計 105 96 8

29 -介護保険特別会計 142 139 3

-21

- -

-後期高齢者医療特別会計 13 13 - -

3

8 8 - - -

-

会計名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

企業債（地方
債）現在高

資金剰余額/不足額
（実質収支）

他会計等からの
繰入金

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足比率 備考

-1,7282,144 1,987 157 138

実質赤字額

当該団体からの
出資金

ネバーランド（株） 0 11 - - -11

会計名 歳入

9-

他会計等からの
繰入金

4-

実質収支

--

地方債
現在高

1,719

経常損益備考
当該団体からの

補助金

-157 1381,971

公営企業会計等

一般会計等

村営バス特別会計 15 15

一般会計 2,129

歳出 形式収支
当該団体からの

貸付金
地方公社・第三セクター等名

純資産又は
正味財産

長野県根羽村

当該団体からの
債務保証に係る
債務残高

一般会計等
負担見込額

備考
当該団体からの
損失補償に係る
債務残高

平成22年度
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